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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 当社は、平成17年５月10日をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自 平成17年
  ３月21日
至 平成17年
  ９月20日

自 平成18年
  ３月21日
至 平成18年
  ９月20日

自 平成19年
  ３月21日
至 平成19年
  ９月20日

自 平成17年 
  ３月21日 
至 平成18年 
  ３月20日 

自 平成18年
  ３月21日
至 平成19年
  ３月20日

(1)連結経営指標等             

売上高 (千円) 8,428,962 9,621,678 9,004,082 17,860,329 19,325,925 

経常利益 (千円) 166,992 428,412 316,977 525,796 709,062 

中間(当期)純利益 (千円) 46,780 158,490 203,546 191,534 292,617 

純資産額 (千円) 3,699,207 3,755,243 3,807,689 3,785,281 3,751,241 

総資産額 (千円) 9,948,886 10,677,818 9,741,900 10,411,934 11,135,567 

１株当たり純資産額 (円) 205.51 208.16 210.97 209.90 207.90 

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 2.60 8.81 11.31 10.25 16.26 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 37.2 35.1 39.0 36.4 33.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △819,691 118,410 816,427 △707,043 798,727 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △48,174 △25,511 △65,404 △57,847 △129,940 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 737,549 △65,686 △876,363 693,767 △481,551 

現金及び現金同等物の 

中間期末(期末)残高 
(千円) 267,620 354,025 388,702 326,815 514,045 

従業員数 (名) 763 791 829 753 782 

(2)提出会社の経営指標等           

売上高 (千円) 8,018,043 9,153,655 8,352,329 17,013,497 18,274,423 

経常利益 (千円) 137,117 396,274 286,647 439,046 606,060 

中間(当期)純利益 (千円) 38,362 147,063 167,232 153,797 262,390 

資本金 (千円) 664,000 664,000 664,000 664,000 664,000 

発行済株式総数 (千株) 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 

純資産額 (千円) 3,610,800 3,618,177 3,613,750 3,667,556 3,594,712 

総資産額 (千円) 9,763,478 10,385,856 9,335,795 10,177,485 10,735,149 

１株当たり純資産額 (円) 200.60 201.01 200.76 203.38 199.71 

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 2.13 8.17 9.29 8.17 14.58 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益金額 
(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 7 7 7 14 14 

自己資本比率 (％) 37.0 34.8 38.7 36.0 33.5 

従業員数 (名) 592 602 627 581 593 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社子会社）は従来の「ビジネスシステム事業」、「組込コンポーネ

ント事業」、「ネットコミュニケーション事業」、「サービス事業」の４事業から企業向け顧客管理、販売管理、生産管理等のビ

ジネスシステムの構築を主体とした「ビジネスソリューション事業」、機器等に組み込まれるソフトウェアの受託開発を主体とし

た「組込ソリューション事業」、ハードウェアとソフトウェアを融合したソリューションの提供を行う「トータルソリューション

事業」に再編しました。 

  

〔ビジネスソリューション事業〕 

移動体通信事業者向けシステムや自動車メーカー向け基幹システム等の企業向けビジネスシステム構築といったこれまでのビ

ジネスシステム事業に加え、サービス事業に含まれていた製造業向けサービス事業を取り込みビジネスソリューション主体の事

業に再編し、安定的な成長と収益を確実に生み出せる事業に強化してまいります。 

具体的には以下のような情報システムの構築やサービス等を行っています。 

・移動体通信事業者向け大規模システム（携帯電話の加入者管理／計数管理）の構築 

・製造業向け大規模基幹システム（販売管理／生産管理／購買管理／計数管理等）の構築 

・製造業向けアウトソーシングサービス（システムの設計・構築から運用・保守） 

・製造業向けインターネットサービス（受発注仲介システム等） 

  

〔組込ソリューション事業〕 

従来の組込コンポーネント事業に加え、これまでネットコミュニケーション事業に含まれていた情報家電分野向け組込ソフト

を取り込み、市場や顧客の高度な要求に応えるだけでなく、組込製品の様々な技術的革新をリードする最適な組込ソリューショ

ンを提供し、当社グループの特徴ある事業として高い成長性と収益性を目指します。 

具体的には次のような分野であり、これらの機器に組み込まれるソフトウェアとして、ＯＳ、ミドルウェア、アプリケーショ

ンを一体とする開発やこれらを個別に開発するような形態があります。 

・医療機器（レントゲン機器／人工透析器／心電計等）の制御用ソフトやアプリケーションソフトの開発 

・メカトロ機器（ＮＣ装置／産業用ロボット／シーケンサ等）の制御用ソフトやアプリケーションソフトの開発 

・精密機器（次世代半導体製造装置等）の制御用ソフトの開発 

・通信機器、サーバのＯＳの一部やミドルウェアの開発 

・産業用／公共用の制御系アプリケーションシステム（自動倉庫の入出庫・搬送管理／上下水道の流量・水質管理等）の構

築 

・コンバータ商品（機器間通信変換ユニット／機器間通信ユニット等） 

・遠隔監視商品 

  

〔トータルソリューション事業〕 

従来のネットコミュニケーション事業におけるトータルソリューションビジネス（外食産業分野向け注文システム構築）やイ

ンターネットサーバ（NetSHAKERシリーズ）等のインターネット・セキュリティ関連商品に加え、これまで組込コンポーネント事

業に含まれ端末機器や汎用ボードを供給する制御プラットフォーム事業、製造業を除く民間向けや公共向けのサービス事業を取

り込み、ハードウェアとソフトウェアの融合による総合的なソリューションの提供を行ってまいります。 

具体的には次のような分野です。 

・セキュリティ関連商品（セキュリティ対応型サーバ／セキュリティ関連ソフト等） 

・コミュニケーション関連商品（テレビ会議システム等） 

・製造業を除くアウトソーシングサービス（システムの設計・構築から運用・保守） 

・製造業を除くインターネットサービス（給食管理・栄養指導支援システム等） 

・医療ソリューションシステムサービス 

・自治体向け情報通信基盤（地域ＷＡＮ／施設内のＬＡＮ）の構築・運営 

  

以上述べました事項を事業系統図によって示すと、以下のとおりです。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 



４ 【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

平成19年９月20日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループ(当社および連結子会社)から当社グループ外への出向者を除いた就業人員であります。 

２ 事業の種類別セグメント情報は情報サービス単一事業のため、上記部門で記載しております。 

なお、当社グループは当中間連結会計期間より「２ 事業の内容」に記載のとおり、事業部門の区分を変更しておりま

す。 

  

(2)提出会社の状況 

平成19年９月20日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員であります。 

  

(3)労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

部門 従業員数(名) 

ビジネスソリューション事業 219 

組込ソリューション事業 278 

トータルソリューション事業 251 

全社(共通) 81 

合計 829 

従業員数(名) 627 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、アジアやＥＵ向け等輸出は緩やかに増加を続け、国内では、公共投資は低調に推

移していますが、堅調な企業収益の下支えにより設備投資は引き続き増加基調にあり、雇用者所得や個人消費も底堅く、景気は

高い水準で推移しております。その一方で、原油価格や原材料費の上昇が内外経済に与える影響等が懸念されます。 

当社グループ（当社および連結子会社）の属する情報サービス業界では、民間の情報関連投資は緩やかに増加し、薄型テレビ

やデジタルカメラ等のデジタル家電向けの情報関連商品の需要も増加しておりますが、Ｍ＆Ａや新規参入等の業界再編に加え、

コストの安いオフショア（海外委託）開発等に伴う価格競争激化も増し、厳しい経営環境が続いております。 

このような環境の中で、当社グループは、中期経営計画（2006年度～2008年度）の２年目として、事業構造、生産構造、財務

構造の３つの構造改革を軸として、環境変化に強い経営体質をもった企業へと自ら「変化」することに邁進しております。 

具体的には、事業構造改革として、営業機能の強化を行い、市場や顧客の動向を的確に把握し、新技術・新商品・新サービス

を新規顧客へ展開し、既存顧客へは新技術を提案することにより収益の拡大を図っております。 

生産構造改革では、開発・生産工程の源流から品質と生産をリアルタイムで管理し、品質と生産性の向上に努めるとともに、

開発・生産力の基盤となる人材の育成と固有技術をはじめとする技術力の強化を図っております。 

また、財務構造改革では、キャッシュ・フロー経営の視点から借入金やたな卸資産の圧縮のため、生産リードタイムの短縮に

努めるとともに、集中購買による適正在庫の徹底と調達コストの削減を図っております。 

以上のような改革を進めておりますが、外食産業分野向け注文システム構築において主要顧客の店舗展開計画変更により成長

が減速し、その端末機器を供給する制御プラットフォーム事業も影響を受けました。また、半導体・液晶装置メーカー向け制御

用ソフト等も市場の投資抑制に伴い低調に推移し、受注高は87億72百万円（前年同期比9.1%減）となり、売上高も90億4百万円

（同6.4%減）となりました。 

利益面では、売上高減の影響もあり、経常利益は3億16百万円（同26.0%減）となりましたが、中間純利益は特別損失の減少に

より2億3百万円（同28.4%増）となりました。 

各事業の状況は次のとおりであります。 

なお、当中間連結会計期間より「第１ 企業の概況 ２ 事業の内容」に記載のとおり、事業部門の区分を変更しておりま

す。前年同期との比較に関する事項は、前中間連結会計期間の数値を変更後の事業部門の区分に組替えた金額との比較によって

おります。 

  

〔ビジネスソリューション事業〕 

当事業では、製造業向けビジネスソリューションは企業の情報関連投資増加の影響もあり順調に推移し、移動体通信事業者

向けシステム構築も顧客の継続的なシステム更新や改変等の需要があり堅調に推移しました。その結果、受注高では継続案件

の受注成約が下半期にずれ込んだことにより29億37百万円（前年同期比11.1%減）となりましたが、売上高は34億15百万円（同

10.1%増）となりました。 

  

〔組込ソリューション事業〕 

当事業では、医療機器メーカー向け画像処理システムは堅調に推移し、駅務機器向けソフトも順調に推移しましたが、半導

体・液晶装置メーカー向け制御用ソフト等は市場の投資抑制に伴い低調に推移しました。その結果、受注高では25億3百万円

（前年同期比3.3%減）と大口受注案件獲得によりその減少を抑えることができましたが、売上高は産業向け制御システム構築

分野での大型開発案件が一巡したこともあり21億51百万円（同21.3%減）となりました。 

  

〔トータルソリューション事業〕 

当事業では、インターネットサーバ（NetSHAKERシリーズ）等のインターネット・セキュリティ関連商品は順調に推移し、

医療機関向けソリューションサービスも堅調に推移しました。しかしながら、新規事業として注力してきました外食産業分野

向け注文システム構築において主要顧客の店舗展開計画変更により成長が減速し、その端末機器を供給する制御プラットフォ

ーム事業も影響を受けました。また、自治体向け情報通信基盤構築や民間向けサービス事業も低調に推移しました。その結



果、受注高は33億30百万円（前年同期比11.3%減）となり、売上高も34億36百万円（同9.2%減）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは8億16百万円（前年同期比6億98百万円増）、投資活動によ

るキャッシュ・フローは△65百万円（同39百万円減）、財務活動によるキャッシュ・フローは△8億76百万円（同8億10百万円

減）、現金及び現金同等物に係る換算差額は△0百万円（同0百万円減）となり、当中間連結会計期間末における現金及び現金同

等物（以下「資金」という。）の残高は、3億88百万円（同34百万円増）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は8億16百万円となりました。これは、仕入債務の減少6億9百万円、法人税等の支払い1億31百

万円等があったものの、税金等調整前中間純利益を3億9百万円計上できたことや売上債権の減少7億29百万円、たな卸資産の減

少6億23百万円があったこと等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は65百万円となりました。これは、無形固定資産の取得による支出63百万円等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は8億76百万円となりました。これは、短期借入金の減少7億50百万円、配当金の支払い1億25百万

円等によるものです。 

 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループ(当社および連結子会社)は、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、

事業の種類別セグメント情報は記載しておりませんので、当中間連結会計期間における実績を部門別に記載しております。 

なお、当中間連結会計期間より「第１ 企業の概況 ２ 事業の内容」に記載のとおり、事業部門の区分を変更しております。

前年同期との比較に関する事項は、前中間連結会計期間の数値を変更後の事業部門に組替えた金額との比較によっております。 

(1)生産実績 
  

(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)受注状況 
  

(注)上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)販売実績 
  

(注) １ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は以下のとおりであります。 
  

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション事業 2,273,746 92.9 

組込ソリューション事業 1,725,407 86.9 

トータルソリューション事業 2,649,859 93.1 

合計 6,649,012 91.3 

部門 
受注実績 受注残高 

金額(千円) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション事業 2,937,601 88.9 779,391 71.2 

組込ソリューション事業 2,503,870 96.7 2,201,548 109.4 

トータルソリューション事業 3,330,772 88.7 2,604,465 109.5 

合計 8,772,245 90.9 5,585,404 101.8 

部門 金額(千円) 前年同期比(％) 

ビジネスソリューション事業 3,415,676 110.1 

組込ソリューション事業 2,151,747 78.7 

トータルソリューション事業 3,436,659 90.8 

合計 9,004,082 93.6 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

富士通㈱ 1,983,438 20.6 2,536,435 28.2 

㈱安川電機 970,112 10.1 1,048,176 11.6 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）の事業上および財務上の対処すべき課題について、重要

な変更および新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社および連結子会社)の研究開発活動は当社にて行っており、先端技術の研究、開発のベースとなる現技術のレ

ベルアップ、ソフトウェア生産技術の改良による生産性・品質の向上、先端技術の実用化による新製品・新サービスの開発を旨と

しております。 

当中間連結会計期間では、情報ネットワークを構築するために必要な各種コンポーネントの開発や、移動体通信で用いられる通

信プロトコルの開発、画像処理技術そのものの基礎研究等に取り組んでおり、各テーマに関する方向づけは「経営会議」で、具体

的なテーマ選定および評価は「開発投資審査委員会」で審議・決定されております。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は133,731千円(対売上高比率1.5％)であり、主なテーマは以下のとおりでありま

す。 

  

〔全社共通部門〕 

産学連携によるコンピュータビジョンの研究、デジタルフォレンジックに対応した電子メールアーカイバの機能・性能向上の

ための開発に取り組んでおります。 

本部門に係わる研究開発費は29,462千円であります。 

  

〔組込ソリューション事業〕 

家庭や自動車内等で、情報家電機器間で画像・音声等のデータを伝送する通信プロトコルスタックの開発に取り組んでおりま

す。 

本部門に係わる研究開発費は20,852千円であります。 

  

〔トータルソリューション事業〕 

アプライアンスサーバ「NetSHAKER」では、ウィルス等の外部攻撃に対する防御や、社内におけるアクセス管理の徹底等といっ

た情報セキュリティ面での要請にこたえるべく、検疫機能や認証機能を強化した製品を開発しました。 

ハイパフォーマンスなＬＳＩを搭載した通信端末「Intesse D2Coreシリーズ」では、運行管理分野などといった用途に対応す

べく、ＧＰＳ機能を付加した「D2-K's1 EL」、「D2-K's2 EL」を製品化しました。 

本部門に係わる研究開発費は83,416千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連結会計期間におい

て、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 64,000,000 

計 64,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月20日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年11月30日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 18,000,000 18,000,000
東京証券取引所
(市場第二部) 

― 

計 18,000,000 18,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年９月20日 ― 18,000 ― 664,000 ― 318,000 



(5)【大株主の状況】 

平成19年９月20日現在 

(注) １ 千株未満は切り捨てて表示しております。 

２ 上記株式のうち、信託業務に係る株式は次のとおりであります。 

資産管理サービス信託銀行株式会社     32千株 

  

 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株 式 会 社 安 川 電 機 北九州市八幡西区黒崎城石２－１ 10,540 58.56 

安川情報システム従業員持株会 北九州市八幡西区東王子町５－15 1,032 5.73 

株 式 会 社 福 岡 銀 行 福岡市中央区天神２－13－１ 260 1.44 

有 限 会 社 福 田 製 作 所 富山県小矢部市谷坪野618 100 0.56 

庄 司 健 一 さいたま市見沼区 54 0.30 

シービーエヌワイディエフエイ

インベストトラストカンパニー

ジャパンスモールカンパニーシ

リーズ 

(常任代理人 シティバンク銀行

株式会社） 

1299  OCEAN  AVENUE,11F,SANTA  MONICA,CA 

90401 USA 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 

40 0.22 

山 中 一 夫 千葉県船橋市 35 0.20 

岸 孝 京都市右京区 34 0.19 

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１－８－12 

晴海トリトンスクエアタワーＺ 
32 0.18 

永 井 宏 親 静岡県袋井市 32 0.18 

計 ― 12,160 67.56 



(6)【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月20日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が8,800株（議決権88個）含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄には、自己株式（自己保有株式）が96株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月20日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第二部における株価を記載しております。 

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  17,999,600 179,996 ― 

単元未満株式 普通株式         400 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 18,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 179,996 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 
平成19年４月 
(3/21～4/20) 

５月 
(4/21～5/20) 

６月
(5/21～6/20) 

７月
(6/21～7/20) 

８月
(7/21～8/20) 

９月 
(8/21～9/20) 

高(円) 495 496 509 517 500 492 

低(円) 475 475 471 487 470 453 



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

役職の異動 

  

  

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役 開発本部長 取締役
組込ソリューション
事業部長 

城戸重信 平成19年７月21日

取締役 

トータルソリューシ
ョン事業部長 
兼営業本部トータル
ソリューション営業
推進担当 

取締役
トータルソリューショ
ン事業部長 

遠藤直人 平成19年７月21日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、当中

間連結会計期間(平成19年３月21日から平成19年９月20日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計

期間(平成19年３月21日から平成19年９月20日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)の中間連結

財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法

第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年３月21日から平成19年９月20日まで)の中間連結財務諸表、及び

当中間会計期間(平成19年３月21日から平成19年９月20日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

 

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   354,025     388,702     514,045    

２ 受取手形及び売掛金   4,955,216     4,922,994     5,650,294    

３ たな卸資産   3,151,761     2,007,417     2,631,083    

４ 繰延税金資産   298,231     287,583     271,075    

５ その他   104,229     72,325     84,689    

  貸倒引当金   △2,301     △11,779     △11,359    

流動資産合計     8,861,162 83.0   7,667,244 78.7   9,139,829 82.1

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1)建物   391,120     362,419     378,471    

(2)土地   393,076     393,076     393,076    

(3)その他   23,412     22,472     21,299    

有形固定資産合計   807,609     777,968     792,848    

２ 無形固定資産   123,354     224,727     196,074    

３ 投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   124,415     66,538     103,330    

(2)繰延税金資産   523,305     538,850     552,816    

(3)その他   240,575     466,570     353,273    

  貸倒引当金   △2,604     ―     △2,604    

投資その他の資産 
合計   885,691   1,071,959 1,006,815   

固定資産合計     1,816,656 17.0   2,074,655 21.3   1,995,737 17.9

資産合計     10,677,818 100.0   9,741,900 100.0   11,135,567 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金   1,341,416     1,454,905     2,064,768    

２ 短期借入金   1,830,000     890,000     1,640,000    

３ 未払金   748,885     612,332     706,894    

４ 未払費用   1,156,585     1,148,327     1,100,483    

５ 未払法人税等   163,838     113,952     156,434    

６ 役員賞与引当金   5,300     500     5,800    

７ 損害補償損失引当金   10,000     ―     ―    

８ その他   169,502     168,135     214,586    

流動負債合計     5,425,529 50.8   4,388,153 45.0   5,888,967 52.9

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金   100,000     ―     ―    

２ 退職給付引当金   1,344,501     1,506,516     1,419,666    

３ 役員退職慰労引当金   51,900     31,140     64,546    

４ その他   644     8,400     11,144    

固定負債合計     1,497,046 14.0   1,546,056 15.9   1,495,357 13.4

負債合計     6,922,575 64.8   5,934,210 60.9   7,384,325 66.3

                     

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金   664,000     664,000     664,000    

２ 資本剰余金   318,000     318,000     318,000    

３ 利益剰余金   2,717,849     2,803,524     2,725,977    

４ 自己株式   △46     △46     △46    

株主資本合計     3,699,802 34.7   3,785,477 38.9   3,707,930 33.3

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金   47,140   12,050 34,335   

評価・換算差額等 
合計    47,140 0.4 12,050 0.1   34,335 0.3

Ⅲ 少数株主持分     8,300 0.1   10,160 0.1   8,975 0.1

純資産合計     3,755,243 35.2   3,807,689 39.1   3,751,241 33.7

負債純資産合計     10,677,818 100.0   9,741,900 100.0   11,135,567 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     9,621,678 100.0   9,004,082 100.0   19,325,925 100.0

Ⅱ 売上原価     7,647,554 79.5   7,229,204 80.3   15,730,084 81.4

売上総利益     1,974,124 20.5   1,774,878 19.7   3,595,841 18.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,535,896 15.9   1,446,332 16.1   2,860,403 14.8

営業利益     438,227 4.6   328,546 3.6   735,437 3.8

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   44     489     239    

２ 受取配当金   1,187     1,252     1,223    

３ 為替差益   ―     1,577     ―    

４ 法人税等還付加算金   1,521     ―     1,521    

５ 未払配当金除斥益   1,713     ―     1,867    

６ その他   1 4,467 0.0 389 3,709 0.1 99 4,951 0.0

Ⅴ 営業外費用                    

１ 支払利息   7,301     6,973     16,909    

２ 売掛債権売却損   6,702     8,044     14,242    

３ その他   279 14,283 0.1 260 15,278 0.2 174 31,326 0.1

経常利益     428,412 4.5   316,977 3.5   709,062 3.7

Ⅵ 特別利益                    

１ 損害補償損失引当金 
  取崩益   ― ― ― ― ― ― 4,500 4,500 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１ 固定資産除却損 ※２ 1,262     455     1,896    

２ 関係会社出資金 
  評価損   ―   7,294 ―   

３ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額   ―   ― 2,640   

４ 時間外賃金等 
  遡及精算額   138,794 140,057 1.5 ― 7,749 0.1 138,233 142,769 0.7

税金等調整前 
中間(当期)純利益    288,355 3.0 309,228 3.4   570,792 3.0

法人税、住民税 
及び事業税   148,062   103,626 249,409   

法人税等追徴税額 ※３ ―     ―     39,961    

未払法人税等戻入額   ―     12,333     ―    

法人税等調整額   △19,204 128,858 1.4 12,564 103,858 1.1 △12,878 276,493 1.5

少数株主利益     1,006 0.0   1,823 0.0   1,681 0.0

中間(当期)純利益     158,490 1.6   203,546 2.3   292,617 1.5

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

  

  

(注) 平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,692,444 △46 3,674,398 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △125,999   △125,999 

 役員賞与(注)     △7,086   △7,086 

 中間純利益     158,490   158,490 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 25,404 ― 25,404 

平成18年９月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,717,849 △46 3,699,802 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月20日残高(千円) 110,883 110,883 7,807 3,793,089 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当(注)       △125,999 

 役員賞与(注)       △7,086 

 中間純利益       158,490 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △63,743 △63,743 492 △63,250 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △63,743 △63,743 492 △37,845 

平成18年９月20日残高(千円) 47,140 47,140 8,300 3,755,243 



当中間連結会計期間(自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日) 

  

  

  

 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,725,977 △46 3,707,930 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △125,999   △125,999 

 中間純利益     203,546   203,546 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― 77,547 ― 77,547 

平成19年９月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,803,524 △46 3,785,477 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月20日残高(千円) 34,335 34,335 8,975 3,751,241 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △125,999 

 中間純利益       203,546 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △22,284 △22,284 1,185 △21,099 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円) △22,284 △22,284 1,185 56,448 

平成19年９月20日残高(千円) 12,050 12,050 10,160 3,807,689 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日) 

  

  

(注)１ 内訳は以下のとおりであります。 

平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目125,999千円 

平成18年10月26日取締役会決議による中間配当額 125,999千円 

   ２ 平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,692,444 △46 3,674,398 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)１     △251,998   △251,998 

 役員賞与(注)２     △7,086   △7,086 

 当期純利益     292,617   292,617 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

― ― 33,532 ― 33,532 

平成19年３月20日残高(千円) 664,000 318,000 2,725,977 △46 3,707,930 

  

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月20日残高(千円) 110,883 110,883 7,807 3,793,089 

連結会計年度中の変動額         

 剰余金の配当(注)１       △251,998 

 役員賞与(注)２       △7,086 

 当期純利益       292,617 

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) △76,547 △76,547 1,167 △75,380 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 

△76,547 △76,547 1,167 △41,847 

平成19年３月20日残高(千円) 34,335 34,335 8,975 3,751,241 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間(当期)純利益   288,355 309,228 570,792 

２ 減価償却費   37,600 36,397 76,976 

３ 連結調整勘定償却額   760 ― 1,520 

４ のれん償却額   ― 16,213 ― 

５ 貸倒引当金の増減額(△は減少)   275 △2,184 9,333 

６ 前払年金費用の増減額(△は増加)   ― △126,482 △109,804 

７ 役員賞与引当金の増減額(△は減少)   5,300 △5,300 5,800 

８ 退職給付引当金の増減額(△は減少)   △100,900 86,849 △25,735 

９ 役員退職慰労引当金の増減額(△は減少)   6,700 △33,406 19,346 

10 受取利息及び受取配当金   △1,231 △1,742 △1,462 

11 支払利息   7,301 6,973 16,909 

12 固定資産除却損   1,262 455 1,896 

13 関係会社出資金評価損   ― 7,294 ― 

14 売上債権の増減額(△は増加)   △533,481 729,904 △1,228,559 

15 たな卸資産の増減額(△は増加)   171,994 623,666 692,672 

16 仕入債務の増減額(△は減少)   △8,942 △609,863 714,409 

17 未払金の増減額(△は減少)   81,360 △94,381 40,911 

18 未払費用の増減額(△は減少)   116,232 47,843 60,158 

19 未払消費税等の増減額(△は減少)   32,011 △53,873 75,858 

20 その他   △17,215 14,636 2,076 

小計   87,383 952,229 923,100 

21 利息及び配当金の受取額   1,231 1,742 1,462 

22 利息の支払額   △7,422 △6,496 △16,264 

23 法人税等の支払額   △41,433 △131,048 △188,222 

24 法人税等の還付による収入   78,651 ― 78,651 

営業活動によるキャッシュ・フロー   118,410 816,427 798,727 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △2,576 △3,675 △9,872 

２ 有形固定資産の売却による収入   17 ― 55 

３ 無形固定資産の取得による支出   △15,211 △63,389 △108,186 

４ 投資有価証券の取得による支出   △6,000 △603 △6,399 

５ その他   △1,740 2,264 △5,537 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △25,511 △65,404 △129,940 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の純増減額(△は減少)   60,000 △750,000 △30,000 

２ 長期借入金の返済による支出   ― ― △200,000 

３ 配当金の支払額   △125,186 △125,728 △251,051 

４ 少数株主への配当金の支払額   △500 △635 △500 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △65,686 △876,363 △481,551 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △2 △3 △5 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少)   27,209 △125,342 187,229 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   326,815 514,045 326,815 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   354,025 388,702 514,045 
    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 

   ２社 

  連結子会社名 

   ㈱安川情報九州 

   安川情報エンベデッ

ド㈱ 

    なお、アソシエン

ト・イースト㈱は、

平成18年３月21日付

けで安川情報エンベ

デッド㈱に社名を変

更しております。 

(イ)連結子会社の数 

   ２社 

  連結子会社名 

   ㈱安川情報九州 

   安川情報エンベデッ

ド㈱ 

   

(イ)連結子会社の数 

   ２社 

  連結子会社名 

   ㈱安川情報九州 

   安川情報エンベデッ

ド㈱ 

    なお、アソシエン

ト・イースト㈱は、

平成18年３月21日付

けで安川情報エンベ

デッド㈱に社名を変

更しております。 

  (ロ)非連結子会社の名称等 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 

(連結の範囲から除いた理

由) 

  非連結子会社は小規模

会社であり、総資産、売

上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

(ロ)非連結子会社の名称等 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 

(連結の範囲から除いた理

由) 

  非連結子会社は小規模

会社であり、総資産、売

上高、中間純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

(ロ)非連結子会社の名称等 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 

(連結の範囲から除いた理

由) 

  非連結子会社は小規模

会社であり、総資産、売

上高、当期純損益(持分

に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等

は、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除

外しております。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ) 持分法適用の非連結

子会社及び持分法適用

の関連会社はありませ

ん。 

(イ) 持分法適用の非連結

子会社及び持分法適用

の関連会社はありませ

ん。 

(イ) 持分法適用の非連結

子会社及び持分法適用

の関連会社はありませ

ん。 

  (ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社の名称等 

 ①持分法を適用していな

い非連結子会社 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社の名称等 

 ①持分法を適用していな

い非連結子会社 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 

(ロ)持分法を適用していな

い非連結子会社及び関

連会社の名称等 

 ①持分法を適用していな

い非連結子会社 

   武漢安珞計算機系統

有限公司 



  

  

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

   ②持分法を適用していな

い関連会社 

   なし 

(持分法を適用しない理由) 

   持分法を適用してい

ない非連結子会社は、

中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の

対象から除いても中間

連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

 ②持分法を適用していな

い関連会社 

   なし 

(持分法を適用しない理由) 

   持分法を適用してい

ない非連結子会社は、

中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の

対象から除いても中間

連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要

性がないため、持分法

の適用範囲から除外し

ております。 

 ②持分法を適用していな

い関連会社 

   なし 

(持分法を適用しない理由) 

   持分法を適用してい

ない非連結子会社は、

当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の

対象から除いても連結

財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、

全体としても重要性が

ないため、持分法の適

用範囲から除外してお

ります。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

 連結子会社の中間決算日

は、全て中間連結決算日で

あります。 

 連結子会社の中間決算日

は、全て中間連結決算日で

あります。 

 連結子会社の決算日は、

全て連結決算日でありま

す。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間連結決算日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定しております) 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間連結決算日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定しております) 

(イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 ①有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …連結決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部純資産直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定し

ております) 

      時価のないもの 

    …移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの 

    …移動平均法によ

る原価法 

    時価のないもの 

    …移動平均法によ

る原価法 

   ②たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 

 ②たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 

 ②たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 



  

  
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

  (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産…定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

   建物  ３～38年 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産…定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

   建物  ３～38年 

(ロ)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 ①有形固定資産…定率法 

   但し、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。 

   なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

   建物  ３～38年 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、

当中間連結会計期間より、

平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ111

千円減少しております。 

  

   ②無形固定資産…定額法 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用してお

ります。 

 ②無形固定資産…定額法 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間（５年）に基

づく定額法、市場販売

目的のソフトウェアに

ついては、見込販売数

量に基づく償却額と見

込販売可能期間（原則

３年）に基づく均等配

分額とを比較し、いず

れか大きい額を償却す

る方法を採用しており

ます。 

 ②無形固定資産…定額法 

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における利用

可能期間（５年）に基

づく定額法、市場販売

目的のソフトウェアに

ついては、見込販売数

量に基づく償却額と見

込販売可能期間（原則

３年）に基づく均等配

分額とを比較し、いず

れか大きい額を償却す

る方法を採用しており

ます。 

  (ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(ハ)重要な引当金の計上基

準 

 ①貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を検討し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

   ②役員賞与引当金 

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に見合う分を計

上しております。 

 ②役員賞与引当金 

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき、当中間連結会

計期間に見合う分を計

上しております。 

 ②役員賞与引当金 

   役員に対して支給す

る賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度

における支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

   ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末に

おいて発生していると

認められる額を計上し

ております。 

 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当連結会

計年度末における退職

給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上

しております。 

  

  

  

     過去勤務債務は、発

生時における従業員の

平均残存勤務期間によ

る定額法により按分し

た額を費用処理してお

ります。 

   過去勤務債務は、発

生時における従業員の

平均残存勤務期間によ

る定額法により按分し

た額を費用処理してお

ります。 

   過去勤務債務は、発

生時における従業員の

平均残存勤務期間によ

る定額法により按分し

た額を費用処理してお

ります。 

     数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

   数理計算上の差異

は、各連結会計年度の

発生時における従業員

の平均残存勤務期間に

よる定額法により按分

した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から

費用処理することとし

ております。 

   ④役員退職慰労引当金 

   中間連結財務諸表提

出会社については、役

員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給

額を計上しておりま

す。 

 ④役員退職慰労引当金 

   中間連結財務諸表提

出会社及び一部の連結

子会社については、役

員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給

額を計上しておりま

す。 

 ④役員退職慰労引当金 

   連結財務諸表提出会

社及び一部の連結子会

社については、役員の

退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上

しております。 

  



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

      （追加情報） 

 一部の連結子会社が当連

結会計年度において、役員

退職慰労金規程の整備を行

ったことに伴い、当連結会

計年度発生額2,206千円を

販売費及び一般管理費に計

上し、過年度対応額2,640

千円を特別損失として計上

しております。この結果、

営業利益及び経常利益はそ

れぞれ2,206千円減少し、

税金等調整前当期純利益は

4,846千円減少しておりま

す。 

   ⑤損害補償損失引当金 

   損害補償の今後の支

払による損失に備える

ため、当該損失見込額

を計上しております。 

――――― ――――― 

  (ニ)重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

(ニ)重要なリース取引の処

理方法 

   リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引については、通常の

賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によ

っております。 

  (ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によってお

ります。 

(ホ)その他中間連結財務諸

表作成のための基本と

なる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によってお

ります。 

(ホ)その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   税抜方式によってお

ります。 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連 結 キ ャ ッ シ

ュ・フ ロ ー 計 算

書)における資金

の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日・償還期限

の到来する短期投資からな

っております。 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日・償還期限

の到来する短期投資からな

っております。 

 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に満期日・償還期限の到

来する短期投資からなって

おります。 



会計方針の変更 

  

  

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」（平成17年11

月29日 企業会計基準委員会 企業

会計基準第４号）を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益、税金等調整前

中間純利益が5,300千円減少してお

ります。 

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（平成17年11月29

日 企業会計基準委員会 企業会計

基準第４号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益、税金等調整前

当期純利益が5,800千円減少してお

ります。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（平成14年８月９日

企業会計審議会））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（平成15年10月31日 企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（平成14年８月９日 企

業会計審議会））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（平成15年10月31日 企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（平成17年12月９日 企業

会計基準委員会 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（平成17年12月９日 企業会計

基準委員会 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、3,746,942千円

であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（平成17年12月９日 企業会計

基準委員会 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（平成17年12月９日 企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、3,742,266千円

であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸

表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



表示方法の変更 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年３月21日 
 至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月21日 
 至 平成19年９月20日) 

――――― (中間連結損益計算書関係) 

 前中間連結会計期間において、区分掲記していた営業

外収益の「法人税等還付加算金」は、重要性が乏しくな

ったため、当中間連結会計期間から営業外収益の「その

他」に含めて表示することとしました。なお、当中間連

結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「法人

税等還付加算金」は10千円であります。 

 前中間連結会計期間において、区分掲記していた営業

外収益の「未払配当金除斥益」は、重要性が乏しくなっ

たため、当中間連結会計期間から営業外収益の「その

他」に含めて表示することとしました。なお、当中間連

結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「未払

配当金除斥益」は227千円であります。 

――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 中間連結財務諸表規則の改正に伴い、従来の「連結調

整勘定償却額」及び「減価償却費」に含めて表示してい

た「営業権償却費」は、当中間連結会計期間から「のれ

ん償却額」として表示しております。なお、前中間連結

会計期間において「減価償却費」に含めて表示していた

「営業権償却費」は15,453千円であります。 



注記事項  

( 中間 連結貸借対照表関係 )  

   

   

 

前中間連結会計期間末  
( 平成 18 年９月 20 日 )  

当中間連結会計期間末 
( 平成 19 年９月 20 日 )  

前連結会計年度末  
( 平成 19 年３月 20 日 )  

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、 668,393  千円でありま

す。  

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、 703,065  千円でありま

す。  

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、 687,422  千円でありま

す。  

 ２ 中間連結財務諸表提出会社

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行１行と当座貸

越契約を締結しております。  

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりでありま

す。  

   

当座貸越極度額 
500,000 千

円 

借入実行残高  ― 千円 

差引額  
500,000 千

円 

 ２ 中間連結財務諸表提出会社

は、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行１行と当座貸

越契約を締結しております。  

   当中間連結会計期間末におけ

る当座貸越契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりでありま

す。  

   

当座貸越極度額 
500,000 千

円 

借入実行残高  ― 千円 

差引額  
500,000 千

円 

 ２ 連結財務諸表提出会社は、運

転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。  

   当連結会計年度末における当

座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

   

   

当座貸越極度額 50,000 千円 

借入実行残高  ― 千円 

差引額  50,000 千円 

 ３ 偶発債務  

   次のとおり被保証先のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。  

被保証先  保証金額 

㈱スターフライヤー 
34,476 千

円 

 ３ 偶発債務  

   次のとおり被保証先のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。  

被保証先  保証金額 

㈱スターフライヤー 
23,862 千

円 

 ３ 偶発債務  

   次のとおり被保証先のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。  

被保証先  保証金額  

㈱スターフライヤー 
29,169 千

円 

 ４ 受取手形割引高は、 38,900 

千円であります。  

 ４ 受取手形割引高は、 50,000 

千円であります。  

 ４ 受取手形割引高は、 67,407 

千円であります。  



( 中間 連結損益計算書関係 )  

   

   

 

前中間連結会計期間  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 18 年９月 20 日 )  

当中間連結会計期間 
( 自 平成 19 年３月 21 日  
至 平成 19 年９月 20 日 )  

前連結会計年度  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 19 年３月 20 日 )  

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。  

従業員給与手当  701,454 千円

退職給付費用  79,049 千円

研究開発費  158,364 千円

減価償却費  24,359 千円

貸倒引当金  
繰入額  

275 千円

役員賞与引当金  
繰入額  

5,300 千円

役員退職慰労  
引当金繰入額  

6,700 千円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。  

従業員給与手当  651,973 千円

退職給付費用  91,908 千円

減価償却費  9,440 千円

のれん償却額  16,213 千円

貸倒引当金 
繰入額  

551 千円

役員賞与引当金 
繰入額  

500 千円

役員退職慰労
引当金繰入額  

6,494 千円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

費目及び金額は次のとおりであ

ります。  

従業員給与手当  
1,320,154 千

円

退職給付費用  156,452 千円

減価償却費  48,728 千円

貸倒引当金 
繰入額  

9,333 千円

役員賞与引当金  
繰入額  

5,800 千円

役員退職慰労
引当金繰入額  

16,706 千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。  

   

機械装置及び  
運搬具  

1,236 千円

工具・器具及び  
備品  

26 千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。  

   

建物  343 千円

工具・器具及び 
備品  

111 千円

※２ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。  

建物 604 千円

機械装置及び 
運搬具  

1,265 千円

工具・器具及び  
備品  

26 千円

―――――  
   

―――――  
   

※３ 法人税等追徴税額は、過年度

の修正申告に伴う追徴税額及び

加算税・延滞税等であります。 



( 中間 連結株主資本等変動計算書関係 )  

前中間連結会計期間（自 平成 18 年３月 21 日 至 平成 18 年９月 20 日）  

１ 発行済株式に関する事項  

   

２ 自己株式に関する事項  

   

３ 新株予約権等に関する事項  

該当事項はありません。  

   

４ 配当に関する事項  

(1) 配当金支払額  

   

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの  

   

当中間連結会計期間（自 平成 19 年３月 21 日 至 平成 19 年９月 20 日）  

１ 発行済株式に関する事項  

   

２ 自己株式に関する事項  

   

３ 新株予約権等に関する事項  

該当事項はありません。  

   
 

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当中間連結会計期間 

増加株式数  

当中間連結会計期間 

減少株式数  

当中間連結会計期間末 

株式数  

普通株式  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

計  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当中間連結会計期間 

増加株式数  

当中間連結会計期間 

減少株式数  

当中間連結会計期間末 

株式数  

普通株式  96 株 ― ― 96 株 

計  96 株 ― ― 96 株 

決議  株式の種類  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 18 年６月９

日  

定時株主総会  

普通株式  125,999 千円 7 円 
平成 18 年３月 20 

日  

平成 18 年６月 12 

日  

決議  株式の種類 配当の原資  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 18 年 10 月 

26 日  

取締役会  

普通株式  利益剰余金  125,999 千円 7 円 
平成 18 年９月 20 

日  

平成 18 年 11 月 

27 日  

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当中間連結会計期間 

増加株式数  

当中間連結会計期間 

減少株式数  

当中間連結会計期間末 

株式数  

普通株式  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

計  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当中間連結会計期間 

増加株式数  

当中間連結会計期間 

減少株式数  

当中間連結会計期間末 

株式数  

普通株式  96 株 ― ― 96 株 

計  96 株 ― ― 96 株 



４ 配当に関する事項  

(1) 配当金支払額  

   

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの  

   

前連結会計年度（自 平成 18 年３月 21 日 至 平成 19 年３月 20 日）  

１ 発行済株式に関する事項  

   

２ 自己株式に関する事項  

   

３ 新株予約権等に関する事項  

該当事項はありません。  

   

４ 配当に関する事項  

(1) 配当金支払額  

   

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

   

   

 

決議  株式の種類  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 19 年６月 12 

日  

定時株主総会  

普通株式  125,999 千円 7 円 
平成 19 年３月 20 

日  

平成 19 年６月 13 

日  

決議  株式の種類 配当の原資  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 19 年 10 月 

16 日  

取締役会  

普通株式  利益剰余金  125,999 千円 7 円 
平成 19 年９月 20 

日  

平成 19 年 11 月 

27 日  

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当連結会計年度  

増加株式数  

当連結会計年度  

減少株式数  

当連結会計年度末  

株式数  

普通株式  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

計  18,000,000 株 ― ― 18,000,000 株 

株式の種類  
前連結会計年度末  

株式数  

当連結会計年度  

増加株式数  

当連結会計年度  

減少株式数  

当連結会計年度末  

株式数  

普通株式  96 株 ― ― 96 株 

計  96 株 ― ― 96 株 

決議  株式の種類  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 18 年６月９

日  

定時株主総会  

普通株式  125,999 千円 7 円 
平成 18 年３月 20 

日  

平成 18 年６月 12 

日  

平成 18 年 10 月 

26 日  

定時株主総会  

普通株式  125,999 千円 7 円 
平成 18 年９月 20 

日  

平成 18 年 11 月 

27 日  

決議  株式の種類 配当の原資  配当金の総額 
１株当たり 
配当額  

基準日  効力発生日  

平成 19 年６月 12 

日  

定時株主総会  

普通株式  利益剰余金  125,999 千円 7 円 
平成 19 年３月 20 

日  

平成 19 年６月 13 

日  



( 中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 )  

   

   

 

前中間連結会計期間  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 18 年９月 20 日 )  

当中間連結会計期間 
( 自 平成 19 年３月 21 日  
至 平成 19 年９月 20 日 )  

前連結会計年度  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 19 年３月 20 日 )  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係  

  ( 平成 18 年９月 20 日 )  

   

現金及び預金勘定  354,025 千円

現金及び現金同等物 354,025 千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係  

  ( 平成 19 年９月 20 日 )  

現金及び預金勘定  388,702 千円

現金及び現金同等物 388,702 千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係  

  ( 平成 19 年３月 20 日 )  

現金及び預金勘定  514,045 千円

現金及び現金同等物 514,045 千円



( リース取引関係 )  

   

   

 

前中間連結会計期間  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 18 年９月 20 日 )  

当中間連結会計期間 
( 自 平成 19 年３月 21 日  
至 平成 19 年９月 20 日 )  

前連結会計年度  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 19 年３月 20 日 )  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額  

   

有形固定
資産－そ
の他  
(  工具・
器具及び
備品 )  

無形固定
資産 ( ソ
フトウェ
ア )  

合計  

   ( 千円 )  ( 千円 )  ( 千円 ) 

取得価額 
相当額  436,249  273,882  710,131 

減価償却 
累計額  
相当額  

226,575  122,779  349,355 

中間期末 
残高  
相当額  

209,673  151,102  360,776 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額  

   

有形固定
資産－そ
の他  
(  工具・
器具及び
備品 )  

無形固定
資産 ( ソ
フトウェ
ア )  

合計 

   ( 千円 ) ( 千円 ) ( 千円 ) 

取得価額 
相当額  411,169 254,703 665,872 

減価償却 
累計額  
相当額  

215,672 147,668 363,341 

中間期末 
残高  
相当額  

195,496 107,035 302,531 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額  

 

有形固定
資産－そ
の他  
(  工具・
器具及び
備品 )  

無形固定
資産 ( ソ
フトウェ
ア )  

合計  

  ( 千円 ) ( 千円 )  ( 千円 ) 

取得価額 
相当額  427,391 263,862  691,253 

減価償却
累計額  
相当額  

253,320 127,100  380,420 

期末残高 
相当額  174,071 136,762  310,833 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額  

   

１年内  153,820 千円

１年超  213,449 千円

合計  367,269 千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額  

   

１年内  145,006 千円

１年超  164,731 千円

合計  309,737 千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

   

   

１年内  143,271 千円

１年超  174,559 千円

合計  317,831 千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額  

支払リース料  89,479 千円

減価償却費相当額 85,507 千円

支払利息相当額  4,410 千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額  

支払リース料  87,591 千円

減価償却費相当額 83,403 千円

支払利息相当額  4,407 千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額  

支払リース料  179,440 千円

減価償却費相当額 171,391 千円

支払利息相当額  8,586 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。  
   

(4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。  
   

(4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。  

(5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。  

(5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。  

(5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。  



( 有価証券関係 )  

前中間連結会計期間  

１ その他有価証券で時価のあるもの ( 平成 18 年９月 20 日 )  

   

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 ( 平成 18 年９月 20 日 )  

   

当中間連結会計期間  

１ その他有価証券で時価のあるもの ( 平成 19 年９月 20 日 )  

   

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 ( 平成 19 年９月 20 日 )  

   

前連結会計年度  

１ その他有価証券で時価のあるもの ( 平成 19 年３月 20 日 )  

   

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 ( 平成 19 年３月 20 日 )  

 

   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差額  

株式   9,284 千円  88,378 千円  79,094 千円  

計   9,284 千円  88,378 千円  79,094 千円  

その他有価証券     

  非上場株式  36,037 千円

計  36,037 千円

   取得原価  中間連結貸借対照表計上額  差額  

株式  10,287 千円  30,501 千円  20,213 千円  

計  10,287 千円  30,501 千円  20,213 千円  

その他有価証券     

  非上場株式  36,037 千円

計  36,037 千円

   取得原価  連結貸借対照表計上額  差額  

株式  9,683 千円  67,293 千円  57,609 千円  

計  9,683 千円  67,293 千円  57,609 千円  

その他有価証券     

  非上場株式  36,037 千円

計  36,037 千円



( デリバティブ取引関係 )  

   

   

( ストック・オプション等関係 )  

前中間連結会計期間 ( 自 平成 18 年３月 21 日 至 平成 18 年９月 20 日 )  

該当事項はありません。  

   

当中間連結会計期間 ( 自 平成 19 年３月 21 日 至 平成 19 年９月 20 日 )  

該当事項はありません。  

   

前連結会計年度 ( 自 平成 18 年３月 21 日 至 平成 19 年３月 20 日 )  

該当事項はありません。  

   

   

   

前中間連結会計期間  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 18 年９月 20 日 )  

当中間連結会計期間 
( 自 平成 19 年３月 21 日  
至 平成 19 年９月 20 日 )  

前連結会計年度  
( 自 平成 18 年３月 21 日  
至 平成 19 年３月 20 日 )  

 当連結グループは、デリバティブ

取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。  

 当連結グループは、デリバティブ

取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。  

 当連結グループは、デリバティブ

取引を全く行っておりませんので、

該当事項はありません。  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

当連結グループは、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグ

メント情報を記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日) 

当連結グループは、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグ

メント情報を記載しておりません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日) 

当連結グループは、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグ

メント情報を記載しておりません。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりませ

ん。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりませ

ん。 

  

前連結会計年度(自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりませ

ん。 

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間における海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日) 

当中間連結会計期間における海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しておりま

す。 

  

前連結会計年度(自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日) 

当連結会計年度における海外売上高の合計が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 



(１株当たり情報) 

  

 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    ２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

１株当たり純資産額 208円16銭

１株当たり 
中間純利益金額 

8円81銭

１株当たり純資産額 210円97銭

１株当たり 
中間純利益金額 

11円31銭

１株当たり純資産額 207円90銭

１株当たり
当期純利益金額 

16円26銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前連結会計年度末 

(平成19年３月20日) 

純資産の部の合計額(千円) 3,755,243 3,807,689 3,751,241 

純資産の部の合計額から控除する 
金額(千円) 

8,300 10,160 8,975 

(うち少数株主持分(千円)) 8,300 10,160 8,975 

普通株式に係る中間期末(期末)の 
純資産額(千円) 

3,746,942 3,797,528 3,742,266 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末(期末)の普通株式の数 
(千株) 

17,999 17,999 17,999 

項目 
前中間連結会計期間

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日)

中間(当期)純利益(千円) 158,490 203,546 292,617 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円) 

158,490 203,546 292,617 

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,999 17,999 17,999 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  



(2)【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

 

    前中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ流動資産                    

１ 現金及び預金   221,199     240,496     251,556    

２ 受取手形   109,881     113,844     130,998    

３ 売掛金   4,673,238     4,546,310     5,388,351    

４ たな卸資産   3,120,244     1,968,029     2,579,876    

５ 繰延税金資産   256,060     238,855     226,755    

６ その他   140,276     116,612     119,548    

  貸倒引当金   △975     △9,933     △10,065    

流動資産合計     8,519,925 82.0   7,214,214 77.3   8,687,021 80.9

Ⅱ固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1)建物   390,750     362,224     378,204    

(2)土地   393,076     393,076     393,076    

(3)その他   21,873     20,895     19,720    

有形固定資産合計   805,700     776,196     791,002    

２ 無形固定資産   41,342     174,898     130,177    

３ 投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   233,615     174,910     212,151    

(2)繰延税金資産   514,775     520,406     543,484    

(3)その他   273,112     475,169     373,917    

  貸倒引当金   △2,615     ―     △2,604    

投資その他の資産 
合計   1,018,887   1,170,486 1,126,948   

固定資産合計     1,865,930 18.0   2,121,581 22.7   2,048,128 19.1

資産合計     10,385,856 100.0   9,335,795 100.0   10,735,149 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ流動負債                    

１ 買掛金   1,330,405     1,436,100     2,051,094    

２ 短期借入金   1,830,000     890,000     1,640,000    

３ 未払金   905,963     733,047     837,398    

４ 未払費用   936,659     913,108     861,476    

５ 未払法人税等   137,241     96,620     102,427    

６ 役員賞与引当金   5,000     ―     5,200    

７ 損害補償損失引当金   10,000     ―     ―    

８ その他 ※５ 138,841     140,967     177,693    

流動負債合計     5,294,110 51.0   4,209,843 45.1   5,675,289 52.9

Ⅱ固定負債                    

１ 長期借入金   100,000     ―     ―    

２ 退職給付引当金   1,321,022     1,478,902     1,394,302    

３ 役員退職慰労引当金   51,900     24,900     59,700    

４ その他   644     8,400     11,144    

固定負債合計     1,473,567 14.2   1,512,202 16.2   1,465,147 13.6

負債合計     6,767,678 65.2   5,722,045 61.3   7,140,436 66.5

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金   664,000     664,000     664,000    

２ 資本剰余金                    

(1)資本準備金   318,000     318,000     318,000    

資本剰余金合計   318,000     318,000     318,000    

３ 利益剰余金                    

(1)利益準備金   70,790     70,790     70,790    

(2)その他利益剰余金                    

別途積立金   2,225,055     2,225,055     2,225,055    

繰越利益剰余金   293,238     323,799     282,566    

利益剰余金合計   2,589,084     2,619,645     2,578,411    

４ 自己株式   △46     △46     △46    

株主資本合計     3,571,037 34.4   3,601,598 38.6   3,560,365 33.2

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金   47,140   12,151 34,347   

評価・換算差額等 
合計    47,140 0.4 12,151 0.1   34,347 0.3

純資産合計     3,618,177 34.8   3,613,750 38.7   3,594,712 33.5

負債純資産合計     10,385,856 100.0   9,335,795 100.0   10,735,149 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高
 

    9,153,655 100.0   8,352,329 100.0   18,274,423 100.0

Ⅱ売上原価
 

    7,336,107 80.1   6,772,326 81.1   15,026,423 82.2

売上総利益     1,817,548 19.9   1,580,002 18.9   3,248,000 17.8

Ⅲ販売費及び一般管理費
 

    1,426,767 15.6   1,300,680 15.6   2,631,637 14.4

営業利益     390,780 4.3   279,322 3.3   616,362 3.4

Ⅳ 営業外収益
 

※１   19,683 0.2   22,468 0.3   20,680 0.1

Ⅴ 営業外費用
 

※２   14,189 0.2   15,143 0.2   30,982 0.2

経常利益     396,274 4.3   286,647 3.4   606,060 3.3

Ⅵ 特別利益
 

※３   ― ―   ― ―   4,500 0.0

Ⅶ 特別損失
 

※４   140,031 1.5   7,749 0.1   140,103 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    256,243 2.8 278,897 3.3   470,456 2.6

法人税、住民税 
及び事業税   120,842   85,641 170,499   

法人税等追徴税額 ※５ ―     ―     39,961    

法人税等調整額   △11,662 109,179 1.2 26,023 111,664 1.3 △2,395 208,066 1.2

中間(当期)純利益     147,063 1.6   167,232 2.0   262,390 1.4

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日) 

  

  

(注) 平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年３月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 278,874 2,574,719 △46 3,556,673 

中間会計期間中の変動額                   

 剰余金の配当(注)           △125,999 △125,999   △125,999 

 役員賞与(注)           △6,700 △6,700   △6,700 

 中間純利益           147,063 147,063   147,063 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

                  

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

― ― ― ― ― 14,364 14,364 ― 14,364 

平成18年９月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 293,238 2,589,084 △46 3,571,037 

  

評価・換算差額等 

純資産合計

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月20日残高 
(千円) 

110,883 110,883 3,667,556  

中間会計期間中の変動額        

 剰余金の配当(注)     △125,999  

 役員賞与(注)     △6,700  

 中間純利益     147,063  

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

△63,743 △63,743 △63,743  

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

△63,743 △63,743 △49,378  

平成18年９月20日残高 
(千円) 

47,140 47,140 3,618,177  



当中間会計期間(自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日) 

  

  

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成19年３月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 282,566 2,578,411 △46 3,560,365 

中間会計期間中の変動額                   

 剰余金の配当           △125,999 △125,999   △125,999 

 中間純利益           167,232 167,232   167,232 

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

                  

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

― ― ― ― ― 41,233 41,233 ― 41,233 

平成19年９月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 323,799 2,619,645 △46 3,601,598 

  

評価・換算差額等 

純資産合計

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成19年３月20日残高 
(千円) 

34,347 34,347 3,594,712  

中間会計期間中の変動額        

 剰余金の配当     △125,999  

 中間純利益     167,232  

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額) 

△22,195 △22,195 △22,195  

中間会計期間中の変動額 
合計(千円) 

△22,195 △22,195 19,037  

平成19年９月20日残高 
(千円) 

12,151 12,151 3,613,750  



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日) 

  

  

(注)１ 内訳は以下のとおりであります。 

平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目125,999千円 

平成18年10月26日取締役会決議による中間配当額 125,999千円 

   ２ 平成18年６月９日定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 
利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益 

剰余金 

平成18年３月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 278,874 2,574,719 △46 3,556,673 

事業年度中の変動額                   

 剰余金の配当(注)１           △251,998 △251,998   △251,998 

 役員賞与(注)２           △6,700 △6,700   △6,700 

 当期純利益           262,390 262,390   262,390 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の 
 変動額(純額) 

                  

事業年度中の変動額 
合計(千円) 

― ― ― ― ― 3,691 3,691 ― 3,691 

平成19年３月20日残高 
(千円) 

664,000 318,000 318,000 70,790 2,225,055 282,566 2,578,411 △46 3,560,365 

  

評価・換算差額等 

純資産合計

 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月20日残高 
(千円) 

110,883 110,883 3,667,556  

事業年度中の変動額        

 剰余金の配当(注)１     △251,998  

 役員賞与(注)２     △6,700  

 当期純利益     262,390  

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の 
 変動額(純額) 

△76,535 △76,535 △76,535  

事業年度中の変動額 
合計(千円) 

△76,535 △76,535 △72,843  

平成19年３月20日残高 
(千円) 

34,347 34,347 3,594,712  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1)有価証券 

  子会社株式 

   …移動平均法による

原価法 

(1)有価証券 

  子会社株式 

   …移動平均法による

原価法 

(1)有価証券 

  子会社株式 

   …移動平均法による

原価法 

    その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております) 

  その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   …中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定しております) 

  その他有価証券 

  ①時価のあるもの 

   …決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算定

しております) 

    ②時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

  ②時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

  ②時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

  (2)たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 

(2)たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 

(2)たな卸資産 

  評価基準…原価法 

  評価方法 

   商品 ：移動平均法 

   仕掛品：個別法 

   貯蔵品：最終仕入原

価法 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1)有形固定資産…定率法 

  但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物  ３～38年 

(1)有形固定資産…定率法 

  但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物  ３～38年 

(1)有形固定資産…定率法 

  但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

  建物  ３～38年 

    （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更して

おります。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ51千円減少

しております。 

  



  

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

  (2)無形固定資産…定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

(2)無形固定資産…定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額

法、市場販売目的のソフ

トウェアについては、見

込販売数量に基づく償却

額と見込販売可能期間

（原則３年）に基づく均

等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を償却す

る方法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産…定額法 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

（５年）に基づく定額

法、市場販売目的のソフ

トウェアについては、見

込販売数量に基づく償却

額と見込販売可能期間

（原則３年）に基づく均

等配分額とを比較し、い

ずれか大きい額を償却す

る方法を採用しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

  (2)役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う分

を計上しております。 

(2)役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づき、当

中間会計期間に見合う分

を計上しております。 

(2)役員賞与引当金 

  役員に対して支給する

賞与の支出に充てるた

め、当事業年度における

支給見込額に基づきを計

上しております。 

  (3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間による定額

法により按分した額を費

用処理しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

(3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。 

  過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間による定額

法により按分した額を費

用処理しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 

(3)退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  

  

  

  過去勤務債務は、発生

時における従業員の平均

残存勤務期間による定額

法により按分した額を費

用処理しております。 

  数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤

務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費

用処理することとしてお

ります。 



  

  

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

  (4)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支

出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。 

  (5)損害補償損失引当金 

  損害補償の今後の支払

による損失に備えるた

め、当該損失見込額を計

上しております。 

――――― 

  

――――― 

  

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 



会計方針の変更 

  

  

 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間から「役員賞与に

関する会計基準」（平成17年11月29

日 企業会計基準委員会 企業会計

基準第４号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益、税引前中間純

利益が5,000千円減少しておりま

す。 

  

――――― 

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（平成17年11月29日

企業会計基準委員会 企業会計基準

第４号）を適用しております。 

 この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益、税引前当期純

利益が5,200千円減少しておりま

す。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（平成14年８月９日 企

業会計審議会））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（平成15年10月31日 企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（平成14年８月９日 企業会

計審議会））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（平成

15年10月31日 企業会計基準委員会

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（平成17年12月９日 企業会計

基準委員会 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（平成17年12月９日 企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、3,618,177千円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

――――― 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（平成17年12月９日 企業会計基準

委員会 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（平

成17年12月９日 企業会計基準委員

会 企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、3,594,712千円

であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

 

前中間会計期間末 
(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月20日) 

前事業年度末 
(平成19年３月20日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、666,110千円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、699,906千円であります。 

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、684,736千円であります。 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 500,000千円 

借入実行残高 ― 千円 

差引額 500,000千円 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入未実行残

高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 500,000千円 

借入実行残高 ― 千円 

差引額 500,000千円 

 ２ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しておりま

す。 

   当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 500,000千円 

借入実行残高 ― 千円 

差引額 500,000千円 

 ３ 偶発債務 

   次のとおり被保証先のリース

債務に対し、債務保証を行って

おります。 

被保証先 保証金額 

㈱スターフライヤー 34,476千円 

 ３ 偶発債務 

   次のとおり被保証先の仕入債

務・リース債務に対し、債務保

証を行っております。 

被保証先 保証金額 

㈱安川情報九州 2,622千円 

㈱スターフライヤー 23,862千円 

 ３ 偶発債務 

   次のとおり被保証先の仕入債

務・リース債務に対し、債務保

証を行っております。 

被保証先 保証金額 

㈱安川情報九州 175千円 

㈱スターフライヤー 29,169千円 

 ４ 受取手形割引高は、38,900千

円であります。 

 ４ 受取手形割引高は、50,000千

円であります。 

 ４ 受取手形割引高は、67,407千

円であります。 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 760千円

受取配当金 15,687千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 803千円

受取配当金 19,664千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

受取利息 1,474千円

受取配当金 15,723千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 7,301千円

売掛債権売却損 6,623千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 6,973千円

売掛債権売却損 7,944千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの

は次のとおりであります。 

支払利息 16,894千円

売掛債権売却損 13,939千円

――――― ――――― ※３ 特別利益の内訳は次のとおり

であります。 
損害補償損失 
引当金取崩益 

4,500千円

※４ 特別損失の内訳は次のとおり

であります。 
機械装置除却損 1,164千円
車両除却損 71千円
時間外賃金等 
遡及精算額 

138,794千円

※４ 特別損失の内訳は次のとおり

であります。 
建物除却損 343千円
工具・器具及び
備品除却損 

111千円

関係会社出資金
評価損 

7,294千円

※４ 特別損失の内訳は次のとおり

であります。 
建物除却損 604千円
機械装置除却損 1,164千円
車両除却損 100千円
時間外賃金等 
遡及精算額 

138,233千円

――――― ――――― ※５ 法人税等追徴税額は、過年度

の修正申告に伴う追徴税額及び

加算税・延滞税等であります。 

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 19,743千円

無形固定資産 2,323千円

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 17,402千円

無形固定資産 18,668千円

 ６ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 39,221千円

無形固定資産 6,463千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

自己株式に関する事項 

  

  

当中間会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

自己株式に関する事項 

  

  

前事業年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

自己株式に関する事項 

  

 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

普通株式 96株 ― ― 96株

計 96株 ― ― 96株

株式の種類 
前事業年度末 

株式数 

当中間会計期間 

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

普通株式 96株 ― ― 96株

計 96株 ― ― 96株

株式の種類 
前事業年度末 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度 

株式数 

普通株式 96株 ― ― 96株

計 96株 ― ― 96株



(リース取引関係) 

  

  
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

有形固定
資産－そ
の他 
(工具・器
具及び備
品) 

無形固定
資産(ソフ
トウェア) 

合計 

  (千円) (千円) (千円) 

取得価額 
相当額 421,623 262,723 684,347

減価償却 
累計額 
相当額 

220,624 117,063 337,687

中間期末 
残高 
相当額 

200,999 145,660 346,659

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  

有形固定
資産－そ
の他 
(工具・器
具及び備
品) 

無形固定
資産(ソフ
トウェア)

合計

  (千円) (千円) (千円)

取得価額 
相当額 396,544 242,852 639,396

減価償却 
累計額 
相当額 

207,056 139,132 346,189

中間期末 
残高 
相当額 

189,487 103,720 293,207

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
有形固定
資産－そ
の他 
(工具・器
具及び備
品) 

無形固定
資産(ソフ
トウェア) 

合計 

  (千円) (千円) (千円) 

取得価額
相当額 412,766 252,703 665,469

減価償却
累計額 
相当額 

246,036 120,267 366,304

期末残高
相当額 166,729 132,435 299,164

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 148,767千円

１年超 203,731千円

合計 352,499千円

(2)未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 140,030千円

１年超 159,988千円

合計 300,018千円

(2)未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 138,165千円

１年超 167,407千円

合計 305,573千円

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 86,010千円

減価償却費相当額 82,309千円

支払利息相当額 4,181千円

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 84,904千円

減価償却費相当額 80,885千円

支払利息相当額 4,254千円

(3)支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 173,283千円

減価償却費相当額 165,744千円

支払利息相当額 8,178千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(5)利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。 

(5)利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。 

(5)利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分につ

いては、利息法によっておりま

す。 



(１株当たり情報) 

  

 （注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    ２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  

 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

１株当たり純資産額 201円01銭

１株当たり 
中間純利益金額 

8円17銭

１株当たり純資産額 200円76銭

１株当たり 
中間純利益金額 

9円29銭

１株当たり純資産額 199円71銭

１株当たり
当期純利益金額 

14円58銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間末 

(平成18年９月20日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月20日) 

前事業年度末 

(平成19年３月20日) 

純資産の部の合計額(千円) 3,618,177 3,613,750 3,594,712 

純資産の部の合計額から控除する 
金額(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間期末(期末)の 
純資産額(千円) 

3,618,177 3,613,750 3,594,712 

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末(期末)の普通株式の数 
(千株) 

17,999 17,999 17,999 

項目 
前中間会計期間

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日)

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日)

中間(当期)純利益(千円) 147,063 167,232 262,390 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(千円) 

147,063 167,232 262,390 

普通株式の期中平均株式数(千株) 17,999 17,999 17,999 

前中間会計期間 
(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日) 

当中間会計期間
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日) 

前事業年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日) 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  



(2)【その他】 

平成19年10月16日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………125,999千円 

② １株当たりの金額……………………………7円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成19年11月27日 

(注) 平成19年９月20日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行う。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

 

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第30期) 

自 平成18年３月21日 

至 平成19年３月20日 
  

平成19年６月13日 

福岡財務支局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月30日

安川情報システム株式会社 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている安川情

報システム株式会社の平成18年３月21日から平成19年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年３月21

日から平成18年９月20日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、安川情報システム株式会社及び連結子会社の平成18年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成18年３月21日から平成18年９月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  
  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  橋  本  佑 太 郎㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  元  治㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  宏  文㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月29日

安川情報システム株式会社 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる安川情報システム株式会社の平成19年３月21日から平成20年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成

19年３月21日から平成19年９月20日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、安川情報システム株式会社及び連結子会社の平成19年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成19年３月21日から平成19年９月20日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  元  治㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  宏  文㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年11月30日

安川情報システム株式会社 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている安川情

報システム株式会社の平成18年３月21日から平成19年３月20日までの第30期事業年度の中間会計期間(平成18年３月21日

から平成18年９月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、安川情報システム株式会社の平成18年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年

３月21日から平成18年９月20日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  橋  本  佑 太 郎㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  元  治㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  宏  文㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年11月29日

安川情報システム株式会社 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる安川情報システム株式会社の平成19年３月21日から平成20年３月20日までの第31期事業年度の中間会計期間(平成19

年３月21日から平成19年９月20日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主

資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、安川情報システム株式会社の平成19年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年

３月21日から平成19年９月20日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  元  治㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  佐  藤  宏  文㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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